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１ 設置の趣旨及び必要性 

 

（１）社会的な背景及び設置の趣旨 

産業界の技術革新や情報関連技術の進展のスピードは留まることがなく、2010 年以降

におきた現代における製造業の大変革、いわゆる第４次産業革命でさえ既に終わりを迎

えつつあるとして、新たな変革のフェーズとしての第５次産業革命が提唱されるに至っ

ている。これから迎えるこの新たな変革期は、第４次産業革命のキーテクノロジーであ

る AI や IoT、ビッグデータ等を活用したデジタル技術の高度化に加えて、多様化する社

会ニーズ・消費者ニーズに細やかに配慮するヒューマンセントリック、地球環境保全や

循環型アプローチに基づくサステナビリティ、自然災害やパンデミック等の突発的事象

に対処できるレジリエンス、等をキーコンセプトとした新しい概念である。この概念は、

既に世界的な広がりを見せ始めており、そのロールモデルと成り得る Society5.0（人や

モノのネットワークによるサイバーとフィジカルの融合）の実現を担う、文理の枠を超

えた多種多様な高度情報専門人材の育成が強く求められている。 

鹿児島県に目を移せば、南北 600km に及ぶ広大なエリアに、多種多様な自然、歴史、

伝統文化で構成される豊富な地域資源を有しており、豊かな農林水産物や魅力ある観光

資源等今後の発展可能性を秘めている反面、人口減少、少子高齢化、人材不足等、地方

都市としての課題も多い。特に、第４次、第５次産業革命等のデジタル関連においては、

他県に大きく後れを取っているのが現状である。デジタル田園都市国家構想の基盤とな

る「地方におけるデジタルトランスフォーメーション」を実現するためには、情報関連

技術を活用して、地域の課題解決や新たな価値を生み出す人材、システムの連携を担う

人材、デジタル教育を担う人材等、数理情報分野をベースとしたうえで種々の専門知識

を有する人材の育成が不可欠である。 

今回の情報科学専攻の設置は、上記の社会的背景を踏まえたうえで、鹿児島大学大学

院理工学研究科における高度情報専門人材育成機能を大幅に強化することを目的とした

ものである。 

 

大学院理工学研究科では、これまで我が国の科学技術の継承・発展の担い手として、

また鹿児島大学の中核的大学院としての学部卒業生に対する高度な専門教育を行う博士

前期課程（修士）と、イノベーション（技術改革）を生み出す先端的・学際的・総合的な

研究教育を実施する博士後期課程（博士）からなる教育・研究を進めてきている。 

鹿児島大学の大学憲章に記している教育面と研究面については以下のように謳ってい

る。 

 

教育 『学生の潜在能力の発見と適性の開花に努め、幅広い教養教育と高度な専門教育

を行うとともに、地域の特性を活かした進取の気風を養う。真理を愛し、高い倫

理性と社会性を備え、向上心を持って自ら困難に立ち向かい、国際社会で活躍し

うる人材を育成する』 

研究 『個々の研究を重視するとともに、種々の学問分野における優れた研究者の連携

により、21 世紀を先導する研究者を育成する。地域の要請に応える研究を展開す

るとともに、普遍性を求める研究活動を推進し、世界水準の研究拠点をめざす』 

 

これらの内容を基軸に第４期中期目標では、前文に次のように記している。 
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『持続可能な社会の実現に向けて、引き続き南九州及び南西諸島域の「地

域活性化の中核的拠点」としての機能を強化しつつ、自ら困難な課題に果敢

に挑戦する「進取の精神」とグローバルな視点を有する人材を育成し、「南

九州から世界に羽ばたくグローカル教育研究拠点」としての価値を高める』 

 

理工学研究科では、上記の鹿児島大学の方針を念頭に、理工学研究科の理念である

『真理を愛し、高い倫理観を備え、自ら困難に挑戦する人格を育成し、時代の要請に対

応できる教育研究の体系と枠組みを創成することによって、地域並びに国際社会の進展

に寄与する』に基づき、『理工学に関する基礎から応用にわたる学術の真理と理論を教

授研究し、その深奥を極めて文化の進展に寄与する人材の育成』を目的として、『今日

の諸課題に対応できる倫理的判断力及び人間生活を取り巻く自然についての総合的な知

識をもち、自然科学に関する学問の高度化と多様化に幅広く柔軟に対応できる、次世代

を担う技術者、研究者、さらには高度専門職業人を養成する』ことを目指してきた。 

特に、理学と工学の深化と融合を通して世界的に活躍でき、我が国の競争力の基盤と

なる人材の育成を推進しており、これまでに、自然科学や科学技術に係わる堅実な基礎

学力と広い分野にわたる応用能力を兼ね備え、科学創成の必然性を理解し、主体的に取

り組むことのできる長期的かつ総合的視野を持つ人材の養成を実践してきた。 

 

今回の改組では、理工学研究科のこれまでの取り組みを基盤としつつ、前述のような

我が国と地域社会のニーズに迅速かつ確実に応えるべく、理工学研究科の博士前期課程

（修士）に新たに情報科学専攻を設置するとともに、地域における高度情報専門人材育

成プラットフォームとなる DX コネクトセンターを活用した産学連携の新たな教育研究

システムを導入することによって、我が国のデジタル分野をけん引する人材や地域課題

の解決に取り組む人材等、多種多様な高度情報専門人材を育成するための教育研究機能

を飛躍的に強化する。 

 

（２）設置の理由・必要性 

本理工学研究科は、平成 21 年４月に理学部、工学部及び大学院理工学研究科の教員組

織を理工学研究科に統合・一元化する部局化を行い、教育改革を含めた新体制を構築し

た。平成 28 年４月には、理工学研究科の博士後期課程（博士）における教育・研究活性

化を目指す中で、入口と出口の要請に配慮しつつ、中・長期的視点から有為な人材を輩

出する考えの下、博士後期課程の教育目的や教育方法の見直しにより４専攻から１専攻

の総合理工学専攻に改組した。これにより、理学系と工学系の深化と融合による科学創

成に対して機動的に推進し、かつ学際性を保った新体制に移行した。 

一方、博士前期課程では、令和２年に実施した組織改編によって、それまでの理学系

４専攻、工学系６専攻の計 10 専攻の構成を、理学専攻、工学専攻の２専攻に統合した。 

具体的には、それまでの 10 専攻の特長を活かしながら、役割が大きく異なる部分と接

続・融合・補完が求められる部分を踏まえ、シーズ（seeds）からの発想力を重視し、自

然の原理の追求・探求する学問領域としての理学専攻と、ニーズ（needs）からの発想を

重視し、社会が求めているものをカタチにする学問領域としての工学専攻の２専攻とし、

その下にそれぞれ５つ、および、７つの教育研究領域プログラムを設ける、というもの

であった。この組織改編によって、理学系と工学系の独自の教育・研究機能を維持しつ
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つ、情報交換による研究の深化と分野境界部の融和による柔軟かつ多様な教育研究体制

が構築され、その効果も教育・研究の両面で発揮されてきた。 

一方で、第５次産業革命のキーテクノロジーである情報関連技術の変革・拡大のスピ

ードはそれ以上に凄まじく、理学専攻、工学専攻の学問領域のそれぞれの特長であった

シーズ（seeds）、ニーズ（needs）という単独領域での教育研究では十分な対応ができな

くなりつつある。さらに、情報関連技術に対する社会や地域のニーズも多様化し、学術

的な知識と技術に加えて、実務的かつ実践的な能力も求められるようになっている。 

しかしながら、現状の理学専攻、工学専攻の２専攻からなる現状の教育研究体制では、

これらの社会背景および社会要請に対応することができないのが実情である。地域ニー

ズの多様化と高度化に柔軟に対応し、情報分野の機能強化を異分野融合で一体的に進め

るためには、新たな社会要請に応える情報技術に特化した専攻、すなわち情報科学専攻

を新設する必要がある。 

 

（３）教育研究上の目的 

本学理工学研究科の理念は、「真理を愛し、高い倫理観を備え、自ら困難に挑戦する人

格を育成し、時代の要請に対応できる教育研究の体系と枠組みを創成することによって、

地域並びに国際社会の進展に寄与する」である。 

この理念を受けて、「理工学に関する基礎から応用にわたる学術の真理と理論を教授研

究し、その深奥を極めて文化の進展に寄与する人材の育成」を目的とする。そのために

｢今日の諸課題に対応できる倫理的判断力及び人間生活を取り巻く自然についての総合

的な知識をもち、自然科学に関する学問の高度化と多様化に幅広く柔軟に対応できる、

次世代を担う技術者、研究者、さらには高度専門職業人を養成する」ことを目標として

いる。 

これらを踏まえ、「理工学研究科の果たすべき役割」を設定しているが、今回の新専攻

設置の背景となった新たな社会要請と情報科学専攻の担う新たな役割を踏まえ、項目を

一部追加し再設定した。 

 

① 人材育成機関としての役割 

・社会に必要不可欠な理工学分野の人材 

・地域産業の DX 化やグローバル化を推進する人材（新規追加） 

・情報技術を活かして地域社会を活性化する人材（新規追加） 

② 高度な研究能力を有する機関 

・自治体や産業界等との連携の強化 

・地域の発展や課題解決に資する取組みの推進 

・異分野融合と DS 技術の応用によるイノベーションの創出（新規追加） 

③ 地域に貢献する機関 

・理工学分野における知と人材の「ハブ」 

・DX 化による地域産業の新たな展開と継承の支援（新規追加） 

・情報関連のリカレント教育支援と先端分野の国際交流（新規追加） 

 

（４）養成する人材像 

情報科学専攻の教育目標は、「数学及び情報科学の知識と研究経験を活かして、地域

ならびに国際社会の発展に積極的に貢献する技術者、研究者、教育者等高度専門職業人
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を養成する」ことである。この教育目標と 21 世紀型スキルを備えた STEAM 人材（普遍

的な知識と汎用的技能を文理横断的に修得し、時代の変化に合わせて積極的に社会を支

え、論理的思考力を持って社会を改善していくことのできる人材）に対する社会要請を

踏まえ、情報科学専攻の「養成する人材像」を以下のように設定する。 

養成する人材像 

① 幅広い知識と俯瞰的視野を有する人材 

② 革新と多様化のすすむ高度情報化社会に対応し、情報収集・分析及び発信力に優

れた人材 

③ 異分野融合に関心をもち、柔軟な発想力とデザイン力により新たなシーズを創出

するとともに社会のニーズの変化に対応できる人材 

④ コミュニケーションとコラボレーション能力に優れ、アントレプレナーシップに

溢れる人材 

⑤ 高い倫理観を備え、優れた指導力と教授法を有する人材 

 

（５）教育研究ポリシー 

上記の「養成する人材像」に基づき、情報科学専攻の３ポリシーを以下のように定め

る。 

情報科学専攻のディプロマポリシー（DP） 

情報科学専攻では、以下に挙げる能力を身に付け、所定の単位を、所定の GPA で取得

し、修士論文の審査及び最終試験に合格した者に修士の学位を授与する。 

① 地域並びに国際社会の様々な問題に対して、高い倫理観を持って、グローバルで

長期的な視点から多面的・俯瞰的に考える能力 

② 情報科学的視点から情報を調査し分析する能力、及び課題を発見する能力 

③ 論理的思考に基づき、高度な専門知識・技術及び専門分野以外の幅広い知識を主

体的に学修する能力 

④ 専門分野の知識・技術と専門分野以外の幅広い知識に基づく創造的で柔軟な発想

力（シーズとニーズの融合的発想力）を有し、自律的で実践的な課題解決能力 

⑤ 地域並びに国際社会の発展に主体的・継続的に取り組むためのコミュニケーショ

ンを取ることができる能力 

情報科学専攻のカリキュラムポリシー（CP） 

情報科学専攻では、広い視野をもち、グローバル社会で活躍できる人材を育成するた

め、情報科学専攻が編成した学位プログラムを構成する教育課程において、以下のよう

な方針による質の高い教育を実践する。 

① 進学から学位取得に至るまで系統性のある教育課程の編成 

 ・情報科学に関連した高度な専門知識を修得させるために産官学連携による PBL 型

教育を中心とする知の探索科目群を配置する。 

 ・専門以外の幅広い知識を修得させ、高い倫理感を養成させるために、大学院横断

科目群を配置する。 

 ・自律的で実践的な問題解決力を修得させるために、実践力養成科目群及び知の探

究科目群を配置する。 
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 ・国際的に通用するコミュニケーション能力を修得させるために、語学関連科目群

を配置する。 

② 目的･目標に応じた方法による教育の実施 

  学位授与の方針に掲げる能力を育成するために、各科目の目的・目標に応じた方

法による教育活動を行う。 

③ 厳格な成績評価の実現 

  各科目において教育・学修目標と評価基準を明確に示し、厳格な成績評価を行

う。 

 

情報科学専攻のアドミッションポリシー（AP） 

① 求める人材像 

・情報科学専攻の教育目標に共感し、それを実現できる基礎学力と意欲を持ち、科

学的で合理的な思考ができ、コミュニケーション能力のある人  

・情報科学分野の諸課題に強い関心を持ち、強い探求心を持ってさまざまな課題に

チャレンジする努力を惜しまない人  

・さまざまな現象を解析するため、科学的かつ多面的な観察計画を立案し、情報科

学分野の知識と技術を用いた論理的解析能力の研鑽を目指す人 

・専門知識を基礎に、多様な価値観や文化を尊重し、高い倫理観を持って地域並び

に国際社会に貢献することを志す人 

② 入学前に身に付けておいて欲しいこと 

・学士としての知識・能力、情報科学専攻の専門的分野の知識・技術、及び外国語

（英語）の能力 

・他分野入学志願者特別選抜を志願する場合は、学士としての知識・能力、当該志

願者の専門分野の知識・技術、および外国語（英語）の能力 

③ 入学者選抜の基本方針 

  理工学研究科では、一般選抜、推薦特別選抜、他分野入学志願者特別選抜、社会

人特別選抜、外国人留学生特別選抜によって入学者を選抜する。 

 

・一般選抜では、口頭試問を含む面接を課すとともに、出身学校の成績及び志望理

由書等も踏まえ、教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる知識・能力、

適性、意欲等を評価する。 

・推薦特別選抜では、口頭試問を含む面接を課すとともに、出身学校の成績及び志

望理由書等も踏まえ、教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる知識・能

力、適性・意欲等を評価する。 

・他分野入学志願者特別選抜では、口頭試問を含む面接を課すとともに、出身学校

の成績及びその他の出願書類等も踏まえ、教育目標に掲げる人材を育成する上で

必要となる知識・能力、適性・意欲等を評価する。 

・社会人特別選抜では、口述試験を課すとともに、出身学校の成績及び業績（業

務）報告書等も踏まえ、教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる知識・

能力、適性・意欲等を評価する。 

・外国人留学生特別選抜では、口頭試問を含む面接を課すとともに、出身学校の成
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績及びその他の出願書類等も踏まえ教育目標に掲げる人材を育成する上で必要と

なる知識・能力、外国語（英語及び日本語）の能力、適性・意欲等を評価する。 

 

    なお、学士・修士一貫教育の希望者については以下のように取り扱う。 

    ・理学部、工学部の学部３年進級時に事前判定、学部４年進級時に継続審査を行

う。 

    ・一貫教育の学部卒業予定者は、推薦特別選抜の対象となる。 

    ・一貫教育の学部学生は、学部４年時に大学院科目を受講可能であり、本研究科進

学後に単位認定される。 

 

（６）養成する人材像と各ポリシーの相関及び整合性 

情報科学専攻で履修する科目と養成する人材像、及び各ポリシーの対応関係（関与の

程度）を別添 資料１に掲載する。資料に記しているプログラム毎の科目と養成する人

材像との関係は、主に関与（〇）とある程度関与（△）の２段階で表現する。科目と各

ポリシーとの関係は、強く関与（◎）、 関与（〇）、 ある程度関与（△）、 若干関与

（▽）の４段階で表現する。 

 

２ 研究科、専攻等の特色 

 

（１）理工学研究科の特色 

理工学研究科は、我が国の科学技術の継承・発展の担い手として、また、鹿児島大学

の中核的大学院として、学部卒業生に対してより高度な専門教育を行う博士前期課程（修

士）と、イノベーションを生み出す先端的・学際的・総合的な研究教育を実施する博士

後期課程（博士）からなる大学院であり、工学と理学の深化と融合を通して、世界的に

活躍でき、我が国の競争力の基盤となる人材の育成を図っている。すなわち、自然科学

技術に係わる堅実な基礎学力と広い分野にわたる応用能力を兼ね備え、科学創成の必然

性を理解し、主体的に取り組むことのできる長期的かつ総合的視野を持つ、実践的な人

材を養成する。 

理工学研究科の教員は約 170 名で、基礎研究から応用研究まで、幅広い専門分野で教

育研究活動を行っている。理学系では、①我が国の地震及び火山噴火予知事業のもと附

属南西島弧地震火山観測所を中心に世界有数の活火山桜島を含む南九州・南西諸島域の

地震・火山活動の研究、②世界遺産屋久島を含む南西諸島から熱帯アジア地域までの生

物多様性の研究、③VERA 計画等国立天文台や海外の多数の研究機関と強い連携関係を持

つ天文宇宙の研究等に取り組んでいる。工学系では、④環境・エネルギーや医療工学を

はじめとする工学の諸分野の研究、⑤火山活動・集中豪雨・台風・地震・津波等の自然

の摂理に係る防災・減災を図る地域の要請に応える研究、⑥島嶼及び南九州地域が包含

する諸課題に関連する研究等に取組んでいる。 

 

（２）専攻及びプログラムの特色 

理学専攻、工学専攻に、新たな情報科学専攻を加えた３専攻における教育研究は、教

育研究領域別で構成された 11 の修士学位プログラムによって実施される。それぞれの専

攻、およびプログラムの特色を以下に示す。 
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理学専攻 

理学専攻は、数学及び自然科学の知識と研究経験を活かして、地域ならびに国際社会

の発展に積極的に貢献する技術者、研究者、教育者等高度専門職業人を養成することを

目標としている。理学専攻の教育・研究の柱となるのは、４プログラムに対応した以下

の４つの領域である。 

① 物理学に関連した物理分野と、天文学に関連した宇宙分野にまたがる物理・宇宙

領域 

② 無機分析化学及び物理化学に関連した無機分析・物理化学分野と、有機化学及び

生化学に関連した有機・生化学分野にまたがる化学領域 

③ 生物学に関連した生物科学分野である生物学領域 

④ 地球科学に関連した地球科学分野である地球科学領域 

 

理学専攻の柱となる４プログラムは、以下のとおりである。 

(a) 物理・宇宙プログラム 

物理学や天文学に関連した教育・研究により培った問題解決能力を活かして、専

門的知識をもった創造的で指導的な役割を担う社会人の育成を目標とする。 

(b) 化学プログラム 

化学に関する専門的知識及び技術を養うとともに、科学技術のあらゆる研究領域・

分野で基盤的知識となる化学の原理を広範囲に応用・発展させることのできる人材

育成を目標とする。 

(c) 生物学プログラム 

生物学の幅広い基礎知識と技術応用力をあわせもち、広い分野で活躍することの

できる人材、地域並びに国際社会での科学・技術の発展に貢献する人材を育成する

ことを目標とする。 

(d)  地球科学プログラム 

人間が生存する場である地球について、世界をリードする専門的な知識と倫理的

判断力をもった創造的で指導的な役割を担う専門的職業人の育成を目標とする。 

 

工学専攻 

工学専攻は、工学に関連した高度な専門知識・学力・応用力に加え、専門以外の幅広

い知識や高度な倫理観やコミュニケーション能力を身につけ、地域並びに国際社会のニ

ーズ変化に対して自立的で実践的に対応できる高度なエンジニアリング・デザイン能力

をもった高度専門職業人を養成することを教育目標としている。工学専攻の教育研究の

柱となるのは、６プログラムに対応した以下の６つの領域である。 

 

① 生産工学分野・エネルギー工学分野・機械システム工学分野の３分野にまたがる機

械工学領域 

② 電子物性デバイス工学分野・電気エネルギー工学分野・通信システム工学分野の３

分野にまたがる電気電子工学領域 

③ 土木工学及び海洋学に関連した分野である海洋土木工学領域 

④ 化学工学分野を教育研究する化学工学領域 

⑤ 応用化学及び生命工学に関連した分野である化学生命工学領域 

⑥ 建築設計分野・構造設計分野・環境設計分野の３分野にまたがる建築学領域 
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工学専攻の柱となる６プログラムは、以下のとおりである。 

(a) 機械工学プログラム 

ものづくりに関わる産業活動の中で、創造力を発揮して、高度で先端的な機械関連

技術を追求し、倫理的判断力・俯瞰的視野・協調性を備え、主体的に社会の要求を解

決できる人材の育成を目標とする。 

(b)  電気電子工学プログラム 

電気電子工学に関連した基礎知識と高度な専門能力を持ち、社会の要請に対し柔軟

かつ迅速に対応して地域や国際社会へ貢献できる人材の育成を目標とする。 

(c)  化学工学プログラム 

化学工学の専門知識を学ぶことにより、世界で活躍できる高度な知識と倫理的判断

力をもち、柔軟な思考力や探求心をもった優れた高度専門職業人及び研究者の育成を

目標とする。 

(d)  化学生命工学プログラム 

化学生命工学の専門家として、幅広い視野をもち、グローバル社会で活躍できる人

材の育成を目標とする。 

(e)  海洋土木工学プログラム 

地球環境ならびに地域社会を総合的に把握し、土木工学、海洋学の諸問題に対して

も柔軟なものの見方、考え方のできる人材の育成を目標とする。 

(f)   建築学プログラム 

建築学全般の幅広い知識と俯瞰的視野を備え、建築を通して地域の問題を解決でき

る、行動力や主体性を備えた高度専門職業人の育成を目標とする。 

 

情報科学専攻（情報科学プログラム） 

情報科学専攻（情報科学プログラム）は、数学及び情報科学の知識と研究経験を活か

して、地域ならびに国際社会の発展に積極的に貢献する技術者、研究者、教育者等高度

専門職業人を養成することを教育目標とする。情報科学専攻の教育研究の柱となるのは、

以下の３コースに対応する領域となるが、それぞれを個別のプログラムとして独立した

構成とはせず、シーズとニーズを融合させた複合的学問領域を持つ一つのプログラムと

して教育研究にあたる。これによって、理工融合、文理融合等を含む異分野融合を促進

し、これまでの理学や工学の枠組みとは異なる相乗効果が期待できる。 

 

・数理情報コース 

高度な数学を基盤としつつ、創造的かつ柔軟な思考力をもって新たな情報技術を開

拓できる高度情報専門人材の育成を目標とする。 

・認知生体情報コース 

認知生体学と情報学の融合による革新技術を創出し、関連分野の課題を解決できる

創造的能力を有した高度情報専門人材の育成を目標とする。 

・協創情報コース 

高度で広範囲な情報工学の技術を、理学・工学の各分野に加えて、農水学、医歯学、

人文経済学等の様々な分野へ応用展開し、社会実装できる高度情報専門人材の育成

を目標とする。 

 

３ 研究科、専攻等の名称及び学位の名称 
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（１）研究科、専攻等の名称 

理工学研究科博士前期課程は、シーズとニーズの違いを反映させた２専攻体制（理学

専攻と工学専攻）であったが、情報科学分野における社会ニーズの多様化と高度化に迅

速かつ柔軟な対応を可能とし、高度情報分野の機能強化を異分野融合で一体的にすすめ

るために、シーズとニーズさらには他分野が融合する情報科学専攻を設置する。また、

各専攻内には修士学位プログラム（理学専攻：４プログラム、工学専攻：６プログラム、

情報科学専攻：１プログラム）を設ける。改組における新旧移行図、および各専攻とプ

ログラム名称を、既存の理学専攻と工学専攻も含めて以下に示す。 

 

図１ 理工学研究科改組における新旧移行図 

 

 理工学研究科 Graduate School of Science and Engineering 

  理学専攻 Department of Science 

・物理・宇宙プログラム     Physics and Astronomy Program 

・化学プログラム           Chemistry  Program 

・生物学プログラム         Biology Program 

・地球科学プログラム       Earth Science Program 

工学専攻    Department of Engineering 

・機械工学プログラム       Mechanical Engineering Program 

・電気電子工学プログラム   Electrical and Electronics Engineering Program 

・海洋土木工学プログラム   Ocean Civil Engineering Program 

・化学工学プログラム       Chemical Engineering Program 

・化学生命工学プログラム   Chemistry and Biotechnology Program 

・建築学プログラム         Architecture and Architectural Engineering 

Program 

情報科学専攻  Department of Informatics 

・情報科学プログラム   Information Science Program 

 

（２）学位の名称 

情報科学専攻では、理学、工学の分野に留まらず、人文・経済や農水、医歯学等の

異分野にまたがる領域も取り扱う幅広い高度情報専門人材を養成する。その趣旨を踏

まえ、情報科学専攻を修了した学生には、原則として修士（情報科学）の名称で学位
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を付与する。一方で、情報科学分野が理学と工学の境界領域に位置づけられること

や、その応用分野が多岐にわたることから、学生の科目選択や修士論文の研究テーマ

によっては、修士（理学）、修士（工学）、修士（学術）の名称による学位を付与す

る。ただし、修士（理学）は「実践力養成科目群」のうち「理学イノベーション特

論」を履修した場合、修士（工学）は「実践力養成科目群」のうち「サイバーセキュ

リティ特論」を履修した場合、また、修士（学術）は「知の探索科目群」のうち「他

分野科目」を履修した場合で、修士論文の内容を踏まえた教授会の審議によって、そ

の学位の名称が最も相応しいと判断された場合に限られる。 

なお、同様の趣旨と考え方に基づき、博士後期課程の総合理工学専攻に設ける情報

科学コースにおいても新たな学位の名称として博士（情報科学）を追加する。 

 

博士前期課程 

理学専攻 

修士（理学）Master of Science 又は修士（学術）Master of Philosophy 

工学専攻 

修士（工学）Master of Engineering、又は修士（学術）Master of Philosophy 

   情報科学専攻 

修士（情報科学）Master of infomatics、修士（学術）Master of Philosophy、 

修士（工学）Master of Engineering、 又は修士（理学）Master of Science 

 

４ 教育課程の編成の考え方及び特色 

 

（１）教育課程の編成の考え方及び特色 

理工学研究科博士前期課程は、理学専攻、工学専攻、情報科学専攻の３専攻とし、各

専攻内に教育・研究領域に対応させた修士学位プログラムを設ける（理学専攻：４プロ

グラム、工学専攻：６プログラム、情報科学専攻１プログラム）。これまでの、シーズ（理

学）とニーズ（工学）の発想力に加えて、他分野を含むシーズとニーズの融合領域（情

報科学）の発想力に応じた３専攻構成とすることで、各専攻の特長を活かしつつ、専攻

内での教育・研究の境界領域・融合・補完をさらに進めることができる。 

新たに設置する情報科学専攻、情報科学プログラムには、研究分野と育成する人材像

に基づき、数理情報コース、認知生体情報コース、協創情報コースの３コースを設ける。 

以下に、各コースの教育研究領域と育成する人材、および産官学連携で現在取り組ん

でいる機能強化方針を示す。 

 

情報科学専攻 情報科学プログラム 

・数理情報コース 

 主な教育領域：システム信頼性やデータサイエンス、情報意味論等 

育成する人材：高度な数学を基盤として新たな情報技術を開拓する人材 

 機能強化方針：情報セキュリティや位相的データ解析、情報幾何学等、特に高度な数

学の知識が必要な情報科学分野の教育を強化 

・認知生体情報コース 

 主な教育領域：生体情報、認知脳科学、神経科学、生体計測工学、生体医工学等 

育成する人材：研究科の強みを活かして認知生体の革新技術を創出する人材 
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 機能強化方針：ニューロテクノロジーやバイオメディカルエンジニア、次世代ヒュー

マンインターフェイス等の生体分野の技術開発に繋がる教育を強化 

・協創情報コース 

 主な教育領域：情報システム、情報通信、人工知能、ソフトウェア、空間情報等 

育成する人材：情報技術の多方面への応用・展開とその社会実装を実現する人材 

 機能強化方針：高度で広範囲な情報工学の技術を、理学、工学の各分野や農水、医学、

経済、文化遺産等の様々な分野に応用するための能力養成機能を強化 

 

これらの３つのコースはプログラムのように教育研究分野として独立したものではな

く、シーズとニーズを融合させた複合的な学問領域としてのプログラム（情報科学プロ

グラム）を構成する領域要素であり、理工融合や文理融合もその領域要素に含まれる。

したがって、情報科学プログラムに所属する学生は本人のキャリア形成の志向に応じて、

３コースの科目や他専攻の情報関連科目等を組み合わせた体系的な学修により、目指す

人材像に応じた高度な能力を身に付けることができる。また、将来的な情報技術の進展

や新たな革新に対しても必要に応じて柔軟かつ速やかなコース編成の見直しができる

構成としている。 

また、理工学研究科の各教員は一つの専攻およびプログラムに主担当として配置され

るが、必要に応じて理工学研究科内の他専攻および他プログラムを兼務することができ

る。特に、協創情報コースにおいては、理学専攻や工学専攻を含む他の分野で情報技術

の活用に関する研究を進めている多くの教員が兼務教員となって、情報科学プログラム

の学生の教育研究にあたることを想定している。これにより、他分野を主専攻として学

んできた学生であっても、情報科学技術の知識や応用技術を修得したうえで本来の専攻

分野に戻って活躍する、という多様な人材育成が可能となっている。 

なお、協創情報コースとは、情報技術の学問領域を意味するものではなく、産官学あ

るいは異分野領域の技術者や研究者が、それぞれの強みと特色を補完・強化した教育カ

リキュラムを開発・提供することで、高度情報専門技術者や情報技術を武器とする起業

家の養成、さらにはイノベーションや新規事業の創出に繋げることを目的として「連携」

をさらに発展させた「協創」を目指したものである。この「協創」の駆動力となるのが、

地域の情報教育と人材育成のプラットフォームとなる「DX コネクトセンター」である。

この DX コネクトセンターを活用した産官学連携による実践的な教育、研究の展開は、

情報科学プログラムの教育課程の重要な特徴の一つとなっている。同センターは、本研

究科を含む本学教職員をはじめ、県内外の連携企業や団体、県内自治体、県内の高等教

育機関からの学外構成員が参画する以下の３つの部門から構成され、その活動を通じて、

高度情報専門人材の育成を教育研究の両面から支援すると同時に、社会的・職業的自立

を図るために必要な能力とアントレプレナーシップを培うための実践的教育の場を提

供する。 

DX コネクトセンター 

・教育システム部門 

DX 教育の課題抽出と地域ニーズに関する調査・分析 

実戦的教育教材や教育カリキュラムの開発とその実施 

・社会実装部門 

実務における DX 技術のシーズとニーズの調査・分析 

    DX 技術の応用と開発に繋がる研究テーマの新規開拓 
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・人材育成部門 

    研究インターンシップや社会人リカレント教育の派遣と受入れ 

    他地域や海外と連携した多国籍 DX 人材育成の推進 

 

情報科学専攻の教育研究領域における基礎となる学部との関係性を以下（図２）に示

す。なお、理工学研究科では、理学部と工学部の有機的な連携に基づき、多様なバック

グラウンドを持つ学生を受け入れる一般教育（従来型 4＋2 教育）と、学部教育と大学院

博士前期課程の教育の継続性を考慮した学士・修士一貫教育（一貫教育）を実践してお

り、情報科学専攻においても理学部と工学部の学生を対象とする同様の仕組みを導入す

る。学生定員は、理学専攻、工学専攻と同様に標準定員を設け、その標準定員を基準に

修士学位プログラムにおいて学修の質が保証できる人数を受入れ上限とする。 

 

図２ 情報科学専攻の教育研究領域における学部教育との関係性 

 

理工学研究科における履修科目は、履修内容により、知の探究、知の探索、実践力養

成、大学院横断、語学関連、の５つの科目群に分類されており、これらを組み合わせた

効果的な履修を指導する。特に、イノベーションマインドを醸成させるのに必要な、実

践力養成、大学院横断、語学関連、の３つの科目群では、必修と選択必修及び選択の設

定により、指導教員の助言の下、確実かつバランスのよい履修を実現させる。 

なお、一般教育と一貫教育の教育・研究の指導・教授内容は基本同じである。ただし、

博士前期課程の３専攻に共通して、次の観点から学生を指導する。 

一般教育（従来型 4＋2教育） 

一般教育は、鹿児島大学の理学部・工学部卒業生、他学部・他大学等の卒業生、様々

な分野からの学生及び留学生、社会人等と多様な学生を積極的に受け入れ、柔軟なカリ

キュラムによって、各自のバックグラウンドに応じた博士前期課程の高度な専門教育・

研究を実践する。結果的に理工学に関連した高度な専門知識・学力・応用力を修得させ、

優れたコミュニケーション能力、倫理観を醸成させた修了生を育てる。 

したがって、本研究科の修了生は基礎学力と応用力を身に付け、幅広い分野や数理情報

分野のアドバンスト科目の履修により、将来のキャリアについて明確なビジョンを持ち、

幅広い基礎的素養、高度な専門性、広い視野を併せ持ち、各専門分野に基づいた高度に実
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践的な活動経験を有するイノベーションマインドを身に付けることになる。 

学士・修士一貫教育（一貫教育） 

一貫教育では、一般教育と同等な教育・研究の指導・教授を実施する。一般教育との

違いは、学部３年（B3）進級時に一貫教育を選択（選抜）して、大学院修了までの４年間

を計画的に学修計画が立てられることにある。特に、学部４年次（B4）に指導教員の助

言の下、本人の自由意思に基づき、指定されている範囲で大学院科目を履修することが

できるため、大学院での海外研修や研究インターシップ等の履修あるいは専門研究に関

する国内外における中・長期の調査等の実施計画が立てやすくなる。 

一貫教育は学部と大学院教育の継続性を考慮し、前半３年間を基礎力修得期間、後半

３年間を実践力修得期間として、学部教育と大学院教育の継続性を重視する。後半３年

間の実践力修得期間では、学部４年生が修士修了までの長期的な計画を立て、修士学位

プログラムの科目（実践力養成、大学院横断、語学関連、知の探索の科目群のうち、指

定された科目）を８単位の範囲で履修することができる。ただし、大学院科目の先取り

履修は義務ではなく、学生個人の長期的な学修計画に基づき、指導教員の助言の下、修

学状況や履修の指導をとおして学年進行に応じて遂行する。大学院科目の履修単位は、

学部の卒業要件に組み入れることはなく、本理工学研究科博士前期課程に入学後に単位

が認定される。なお、学部４年進級時に一貫教育継続の可否を学業成績と学生との面接

により決める。大学院進学には各学部の推薦と学業成績により推薦特別選抜で実施する。

大学院進学を希望する学生は、指導教員と相談・助言の上、大学院進学時に専門分野の

変更が可能な自由度を持たせる。大学院から異なる分野への変更は他分野入学志願者特

別選抜により行う。 

 

理工学研究科の教育では、従来の縦割りＴ型教育構造を抜本的に見直し、他の領域・

分野を積極的に履修させるＨ型教育に基づく自律的な実践力を身に付けるように体系化

を図っている。この体系化により、他研究科の分野修得、産学協働教育の推進、グロー

バル教育の充実、実践的 PBL 教育の導入等、柔軟性のある分野横断科目が構成され、イ

ノベーションマインドを有する人材を養成する組織・教育システムとなっている。具体

的には、各科目を５つの科目群（知の探究科目群､知の探索科目群､実践力養成科目群､大

学院横断科目群､語学関連科目群）に分類し、一般教育と一貫教育共に科目群毎に必修科

目・選択必修科目・選択科目の設定をすることで、履修の実質化を図っている。 

情報科学専攻では、これらの研究科共通の教育システムに加えて、知の探索科目群に

DX コネクトセンターと連携する情報分野の実務者・技術者が加わる情報科学実践演習Ⅰ

Ⅱ等の PBL 型の必修科目や、情報科学関連科目の他にも理工学系科目や他分野科目等の

選択科目を設定することで、産官学連携による異分野融合と実践型教育を強化している。

情報科学専攻を例とした５つの科目群の関係は次の図３のとおりである。 

なお、学生が身に付けた能力・付加価値については、具体的な学修達成状況の図・説

明文書（ディプロマ・サプリメント）により教育の質保証を明確化している。 
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図３ ５つの科目群の関係（情報科学専攻） 

 

（２）教育課程の編成 

新たに設置する情報科学専攻を含め、本研究科では、Ｈ型教育に基づく自律的な実践

力を身に付ける体系化に基づき、上述した５つの科目群（知の探究科目群・知の探索科

目群・実践力養成科目群・大学院横断科目群・語学関連科目群）に整理している。各科

目群には幅広い教育・研究領域や分野の履修やグローバル化を考慮した科目が含まれ、

研究科共通科目、専攻共通科目、各プログラム独自の専門科目の必修・選択必修・選択

によりバランスのよい履修ができるように設計されている。なお、実践力養成科目群や

大学院横断科目群は、社会的・職業的自立を図るために必要な能力とアントレプレナー

シップを培うための実践的教育を授ける多くの科目で構成されている。 

５つの科目群である 1) 知の探究科目群、2) 知の探索科目群、3) 実践力養成科目群、

4) 大学院横断科目群、5) 語学関連科目群の内容は、以下のとおりである。 

 

１）知の探究科目群 

正・副指導教員の指導・助言の下､特定の研究題目について調査・議論を通して課題

を発見する方法や解決するための手段を発想・工夫し､得られた知見やデータに基づい

て研究成果にまとめていく必修科目である。【修士論文特別研究Ⅰ】、【修士論文特別研

究Ⅱ】（【修士設計特別研究Ⅰ】、【修士設計特別研究Ⅱ】） 

 

２）知の探索科目群 

社会のシーズやニーズに沿った分野等、体系的にまとめられている専門分野であり､
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修士論文特別研究（修士設計特別研究）に関連する科目である。必要とする分野以外の

専門科目や、修士論文特別研究Ⅰ,Ⅱ（修士設計特別研究Ⅰ,Ⅱ）等に関連する他プログ

ラムや他分野の専門科目も含む。【個別専門科目】、【他プログラム専門科目】、【他分野

専門科目】等 

上述の分野科目等は、教育・研究領域別の科目群である。分野は社会のシーズやニー

ズに対応した人材を育成するために、特定の課題について複数の授業科目を通して体系

的に学修するものである。必修もしくは選択必修科目として各専攻の全プログラムに一

つ以上の分野が設定されている。学生はプログラム毎に一つ以上の分野を選択し、分野

毎に設定されている科目を履修して、その分野の必要で高度な内容を身に付ける。した

がって、修士論文（修士設計）は各プログラムが設定する分野に関連する内容でなけれ

ばならない。なお、分野科目は教育・研究領域毎に一定の科目グループを設定し、その

枠組みの中の科目の履修により高度専門職業人としての専門性を担保する。 

 

３）実践力養成科目群 

知の探究科目群等で培う専門分野の実践力を養い､イノベーションマインドを醸成さ

せる科目群である。異分野協働プロジェクト等､価値観が異なる領域・分野の学生や所属

の異なる学生との協働あるいは座学等を通して実践的な問題解決の道筋を修得する。数

理・データサイエンス関連や情報技術関連科目も含む。【先端科学特別講義】、【情報科学

特論】【理学イノベーション特論】、【サイバーセキュリティ特論】、【研究インターンシッ

プ I・Ⅱ】、【インターンシップ】、【教育研究マネジメント】、【国内学会特別研修】、【国際

学会特別研修】等 

   先端科学特別講義は研究科共通の必修科目であり、博士後期課程を担当する専攻の教

員及び他研究科､他大学､公立研究所あるいは企業の研究者による講義を５回以上受講

(１回当たり３時間)し､境界領域・分野の研究あるいは他の領域・分野における最先端の

研究に触れる。 

  情報科学特論は、情報科学専攻の必修科目である。理学専攻、工学専攻の必修科目で

ある理学イノベーション特論やサイバーセキュリティ特論と同様に、各専攻の特徴に基

づき、第５次産業革命や Society5.0 に対応する先端情報を含む内容となっている。 

理学イノベーション特論では、理学系教員によるリレー形式の講義によって､自然科学

の歴史的な背景と最新の研究成果に触れるとともに、理学分野の研究成果が生み出した

イノベーションの数々と、その社会的影響について理解を深める。 

サイバーセキュリティ特論では、サイバー空間と社会が密接に関わる中で、個人及び

組織に関するサイバーセキュリティについて理工系の大学院生が持つべき知見を修得し､

サイバー空間の在り方と課題について理解を深める。 

研究インターンシップは、派遣先の企業・機関と設定した研究テーマに対して、学生

が派遣先のメンバーと協働して、その解決に取り組む科目である。期間は２か月以上と

１か月以上で、それぞれ I と II に分かれている。これらの科目は、地域企業をはじめと

する多くの企業の賛同と協力によって実施しているが、本学が参画している産学協働イ

ノベーション人材育成協議会およびジョブ型研究インターンシップ推進協議会における

研究インターンシップとも連動している。 

教育研究マネジメントは、主指導教員の指導の下､学部学生の授業科目の実験や演習､

あるいは卒論研究に付随した実験・データ解析手法等の指導補助を行うことにより､これ

までに修得した専門分野の知識・学力の振り返り・より深い定着・活用実践を図り､修士
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論文（修士設計）における主体的な研究遂行能力の向上を図ることを目的とする。 

実践力養成科目群は必修科目以外に２単位以上の選択をする必要がある(選択必修)。 

 

４）大学院横断科目群 

総合大学の特色を活かし､Ｈ型人材養成を目指した学際性及び他の領域・分野の授業

科目､あるいは研究者・技術者・教育者等の必要とする研究倫理科目である。【研究倫

理】、【知的財産戦略構築実務論】、【技術経営と社会連携】 

研究倫理は研究科の必修科目であり、責任ある研究活動、社会における研究行為の責

務、研究者に求められている種々の規範等、研究者・技術者に必要な事柄を教授する。 

知的財産戦略構築実務論と技術経営と社会連携は、本学の南九州・南西諸島域イノベ

ーションセンターによる MOT 教育プログラムとして開講される科目であり、技術経営者

（MOT：Management of Technology）としてのスキルやノウハウを身に付けるとともに、

技術と市場を的確に結び付け得るアントレプレナーシップを養うことを目的とする。 

大学院横断科目群は必修科目以外、選択科目として開講する。 

 

５）語学関連科目群 

学問や産業界のグローバル化に対応するための高度な英語教育や、英語によるコミュ

ニケーション能力を身に付けるための実践的科目であり、グローバル化に必要な語学を

積極的に履修させるため、２単位以上の選択を課す。【STEM のための国際コミュニケー

ション海外研修】、【グローバルサイエンスコミュニケーション】、【Technology in the 

City:英語でのリサーチ戦略】等 

STEM のための国際コミュニケーション海外研修では、英語をネイティブとする特任

助教の他に特任専門員を配置し、海外での生活の指導や日常会話の指導、研修中のケア

や対応等を実施する。研修費用は日本学生支援機構(JASSO)の海外留学支援制度や鹿児

島大学の海外研修支援事業｢進取の精神｣支援基金の両方を活用し、学生の負担をできる

だけ軽減させる。 

グローバルサイエンスコミュニケーションと Technology in the City:英語でのリサ

ーチ戦略では、学生の英語によるコミュニケーションスキルに対して TOEIC525 点を目

安としてレベル分けし、前者は初級レベルの学生向け、後者は中級以上の学生向けとし

て開講するもので、両方の単位を取得することはできない。このように英語の難易度を

学生のレベルに応じて設定することで、効率的なコミュニケーションスキルの向上が図

れる。 

 

以上の５つの科目群による教育編成の考え方の下、新たに設置する情報科学専攻にお

いては、高度専門情報人材を育成するための教育課程をカリキュラムポリシーに沿って

体系的に編成している。 

 

情報科学専攻における教育課程の編成 

情報科学専攻は、数学及び情報科学の知識と研究経験を活かして、地域ならびに国際

社会の発展に積極的に貢献する技術者、研究者、教育者等高度専門職業人を養成するこ

とを教育目標としている。この目標を達成するために、数学及び情報科学の教育・研究

領域における高度な学識と研究経験を獲得し、あわせて幅広い分野の知識を身に付ける
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ことで、論理的で柔軟な思考力を育成するための教育課程を体系的に編成している。 

情報科学専攻情報科学プログラムの教育・研究の柱となる３つの研究領域は、プログ

ラムに設ける以下の各コースに対応している。 

 

数理情報コース  ：数学、情報科学、統計科学等を基盤とした数理情報学分野 

認知生体情報コース：認知情報学や生体情報学等を基盤とした認知生体情報学領域 

協創情報コース  ：情報技術の応用と社会実装を実現する情報科学の包括的領域 

教育課程を編成する科目は、上記の 3 つの研究領域に割り振られるコース科目と、研

究科もしくは情報科学専攻に共通する科目の２種類に分けられる。まず各コースの目標

と割り振られる科目の内容を以下に示す。なお、これらの科目は、情報科学分野科目と

して、知の探索科目群に区分される。 

数理情報コースの目標と科目 

数理情報コースは、高度な数学を基盤としつつ、創造的かつ柔軟な思考力をもって

新たな情報技術を開拓できる高度情報専門人材の育成を目標とし、それを達成するた

めの、数学及び数学を基盤とした情報科学や統計科学に関する科目群を、数理情報コ

ース科目として開講する。 

認知生体情報コースの目標と科目 

認知生体情報コースは、認知生体学と情報学の融合による革新技術を創出し、関連

分野の課題を解決できる創造的能力を有した高度情報専門人材の育成を目標とし、そ

れを達成するための、認知情報学や生体情報学に関する科目群を、認知生体情報コー

ス科目として開講する。 

協創情報コースの目標と科目 

協創情報コースは、高度で広範囲な情報工学の技術を、理学・工学の各分野に加え

て、農水学、医歯学、人文経済学等の様々な分野へ応用展開し、社会実装できる高度

情報専門人材の育成を目標とし、それを達成するための、情報システム工学、情報通

信工学等の情報科学全般に関連する科目群を、協創情報コース科目として開講する。   

情報科学専攻における知の探索科目群は、【コースワーク科目】、【情報科学関連科目】、

【理工系科目】及び【他分野科目】で構成される。【コースワーク科目】は、DX コネクト

センターと共同で実施する産学連携の PBL 型の演習科目であり、実践的教育を体現する

必修科目である。また、【情報科学分野科目】は、上記の各コースに割り振られたコース

科目が主となるが、他プログラムが提供する情報関連科目も理工学研究科指定科目とし

て含まれる。さらに、他専攻や他研究科が提供する情報関連科目以外の科目であっても、

情報技術の異分野融合に繋がる場合は、【理工系科目】あるいは【他分野専門科目】とし

て履修できる。学生は、知の探索科目を履修することによって、情報科学に関する高度

な専門知識と技能を養成する。 

情報科学専攻における知の探究科目群は、修士論文特別研究Ⅰ,Ⅱ（または修士設計特

別研究Ⅰ・Ⅱ）で構成され、自律的で実践的な問題解決能力を養成する。情報科学専攻

で想定される異分野融合や社会実装を目指した研究テーマの場合には、副指導教員とし

て、学生の所属する専攻以外の他専攻担当教員、さらには他研究科教員や学外組織の研

究者・実務者を加えることもできる。ただし、副指導教員の選任は、過去の経験や経歴、
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研究課題との整合性等に基づき、教授会でその適性と必要性を慎重に審議したうえで決

定される。 

情報科学専攻における実践力養成科目群は、研究科共通科目及び専攻共通科目のうち、

自律的で実践的な問題解決能力に資する科目によって構成される。情報科学特論は、情

報科学専攻の教員によるリレー形式の講義であり、数理情報、認知生体情報、協創情報、

の各コースの研究分野の発展の経緯や最新の研究成果、技術の動向等を教授するととも

に、情報技術のもたらす社会的影響とその波及効果について理解を深める。また、先端

科学特別講義は、境界領域の研究あるいは他の研究領域における最先端の研究に触れる

科目である。いずれの科目も、急速な社会の変化を理解し、これに対応できる人材を育

成するために必要な科目であり、情報科学専攻でも必修科目とする。なお、情報科学専

攻における研究インターンシップⅠ・Ⅱでは、他専攻同様の産学協働イノベーション人

材育成協議会やジョブ型研究インターンシップ推進協議会に加えて、DX コネクトセンタ

ーに参画する企業や機関も派遣先となっており、センターの人材育成部門とも協働し、

派遣先の調整や研究テーマの設定、企業と学生のマッチング等にあたるとともに、履修

学生の指導と評価には実務者もオブザーバーとして加わる等、情報科学分野の異分野融

合と実践型教育の機能強化を図るものとする。なお、学生と派遣先企業等との橋渡しを

するマッチングには専門職員を 1名配置し、指導教員の指導を補助する。 

情報科学専攻における語学関連科目群は、研究科共通科目のうち、国際的に通用する

コミュニケーション能力を修得させるための科目によって構成される。このうち、英語

論文購読は、研究領域の英語学術論文を講読し、その内容を十分に理解したうえで、論

文を題材にした議論を活発に行うことによってコミュニケーション能力を高める科目で

あり、選択必修科目の一つとして開講する。 

情報科学専攻における大学院横断科目群は、専門以外の幅広い知識を修得させ、高い

倫理感を養成するための科目によって構成される。このうち研究倫理は、情報科学専攻

に限らず、本研究科が育成する技術者・研究者・教育者に不可欠な倫理的事項を学ぶ科

目であり、情報科学専攻の必修科目とする。生成 AI に代表される先端情報技術を取り巻

く倫理問題についても適宜取り扱う。それ以外の科目については選択科目とする。 

情報科学専攻情報科学プログラムの教育課程とカリキュラムポリシーの関係性を以下

（表１）及び別添 資料２に示す。 
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表１ 

 

 

研究倫理 1 ● 1 1 1単位

知的財産戦略構築実務論★ 2 ○

技術経営と社会連携★ 2 ○

STEMのための国際コミュニケーション海外研修（GOES) 4 ◎

大学院生のためのブラッシュアップ英語A 1 ◎

大学院生のためのブラッシュアップ英語B 1 ◎

グローバルイノベーションのための英語研修（GOES Home） 1 ◎

グローバルサイエンスコミュニケーション（英語） 2 ◎

Technology in the City:英語でのリサーチ戦略 2 ◎

理学系修士のためのプレゼンテーションスキルズ 2 ◎

英語論文講読 2 ◎

先端科学特別講義（修士） 1 ● 1 1 1単位

国内学会特別研修 1 ◎

国際学会特別研修 1 ◎

教育研究マネジメント 2 ◎

研究インターンシップⅠ注1) 4 ◎

研究インターンシップⅡ注1) 2 ◎

インターンシップ注1) 1 ◎

理学イノベーション特論 1 ◎

サイバーセキュリティ特論 2 ◎

情報科学特論 2 ● 1 2 2単位

修士論文特別研究Ⅰ又は修士設計特別研究Ⅰ
注2) 4注2) ●注2)

修士論文特別研究Ⅱ又は修士設計特別研究Ⅱ
注2) 4注2) ●注2)

情報科学実践演習Ⅰ 2 ●

情報科学実践演習Ⅱ 2 ●

情報科学関連科目★ ◎ 46 92 2単位

理工系科目注3)★ ○

他分野科目注3)★ ○

30単位以上

情報科学専攻情報科学プログラム　教育課程

科目区分 授業科目名
単
位

必
修
／
選
択

開講 最
低
取
得

単
位
数

科
目
数

単
位
数

語
学
関
連
科
目
群

8 15 2単位以上

実
践
力
養
成
科
目
群

●:必修科目　◎:選択必修科目　○:選択科目
★:6年一貫教育のB4学生の受講可能な大学院科目(指導教員の助言の下、8単位まで受講可)
注1) 研究インターンシップI、研究インターンシップⅡ、インターンシップの3科目については、これらのうち1科
目のみの単位を修得単位に算入する。
注2) 修士論文特別研究Ⅰ、Ⅱ(計8単位)と修士設計特別研究Ⅰ、Ⅱ(計8単位)のグループのうちから1つのグループ
(8単位)を修得しなければならない。
注3) 理工系科目あるいは他分野科目は8単位までを修得単位に算入する。

8 14 2単位以上

専
攻
科
目

知の探究
科目群 2注2) 8注2) 8単位

知
の
探
索
科
目
群

コース

ワーク科

目

研
究
科
共
通
科
目

大
学
院
横

断
科
目
群

2 4 任意

2 4 4単位

任意

合計



設置の趣旨（本文） - 23 - 

 

５ 教育方法、履修指導、研究指導の方法及び修了要件 

 

（１）教育方法、履修指導 

理工学分野の教育体系は、多くの科目が基礎から応用への学修プロセスの枠組みの中

に位置するという特徴を持つため、アラカルト方式で授業科目を提供し、任意に学修さ

せるという受講形態を主とすることが困難である。しかしながら、理工学研究科の利点

を活かすためには、共通コアカリキュラムを開講し、高度専門職業人を育てるという視

点も重要になる。それゆえ、教育・研究領域毎に知的探索科目群を分野選択科目という

枠組みの中で学び、その成果を活用できるように大学院横断科目群、語学関連科目群、

実践力養成科目群の中から他領域・分野等の学修を進め、それを基礎知識として多様な

考え方を研鑽する教育の実践を目指している。 

各プログラムで開講している授業科目は、次のように分類することができる。 

 

１）研究科・専攻共通科目（必修科目と選択必修科目と選択科目） 

２）分野科目（選択必修科目） 

３）専門選択科目 

４）分野外選択科目 

 

大学院横断科目には総合大学の特色を活かす他研究科が開講している授業科目が含ま

れている。研究科共通科目の選択科目は、イノベーションマインドを醸成させることが

主目的である。専門選択科目には他大学等開講科目も含まれ、鹿児島大学では学べない

授業科目を設定している。分野外選択科目では必要とする専門基礎知識に配慮しつつ、

教育・研究領域の広がりを図るために理工学研究科開講科目あるいは他研究科開講科目

として受講を認めるもので、学際性を活かす措置となっている。したがって、科目の選

択に当たっては、教授会で認定された指導教員グループや各プログラムの教務委員によ

る履修指導・助言の場を設けて適切に決めさせる。 

新たに設置する情報科学専攻においても、上記の仕組みと考え方は踏襲される。ただ

し、異分野融合や産学連携による実践型教育を強く推進していることから、理工学以外

に出身母体を持つ学生や、リカレント教育を受ける異分野の社会人学生等、多様な学生

の履修指導を行うことが想定される。履修指導や指導教員グループの編成等を行う際に

は、その点に十分に配慮する。また、他分野から情報科学専攻に進学を希望する学生に

は、数理データサイエンス（応用基礎レベル）等の情報科学分野の導入科目を提供する

等の教育支援を行う。 

 

（２）企業実習の具体的計画 

 

企業実習を含む実践的教育科目としては、実践力養成科目群の研究インターンシップ

I・II ならびに知の探索科目群の情報科学実践演習Ⅰ・Ⅱがある。実習期間と内容により

Ⅰ・Ⅱに区別され、原則、研究インターンシップ I は２ヶ月以上、研究インターンシッ

プ II は１ヶ月以上の実習期間が定められている。 

研究インターンシップ I, II の科目は、一般社団法人産学協働イノベーション人材育

成協議会(C-ENGINE)あるいは、ジョブ型研究インターンシップ推進協議会の会員企業等、

ならびに本理工学研究科の依頼に応じた九州地区を中心とした企業等への中・長期イン



設置の趣旨（本文） - 24 - 

 

ターンシップである。鹿児島大学は上記の２つの協議会の会員であり、C-ENGINE とは中・

長期研究インターンシップ・マッチング事業の委託契約を締結しており、過去において

中・長期研究インターンシップに学生を履修させた多くの実績を有する（別添 資料３）。

DX コネクトセンターの人材育成部門が支援することで、情報科学分野の企業研修の受け

入れ先の開拓とマッチング支援にあたる。 

また、情報科学専攻では、以下（図４）に示すように、DX コネクトセンターと連携し

た実践的教育を推進する。情報科学実践演習Ⅰ・Ⅱは、その代表的科目であり、情報科

学専攻のコースワークとして位置づけられる必修科目である。これらの情報科学実践演

習Ⅰでは、連携企業から提供される実際の実務的課題等をケーススタディとして、実務

における課題の抽出と整理、解決策の立案と実行、評価分析、さらなる改善、等のプロ

セスを、実例を通して体験的に学ぶ科目である。情報科学実践演習Ⅱは、さらに発展さ

せ、情報科学分野の新たな課題や応用展開を自ら着眼し、その実現のための研究開発や

社会実装の計画を立案するものである。いずれの科目も、DX コネクトセンターへの参画

企業の協力の下、実務的な観点からも指導・評価を行う実践的な内容である。 

 

 

図４  DX コネクトセンターと連携した実践的教育のイメージ 

 

（３）研究指導の方法 

各学生は教授会で認定された指導教員グループ（主担当教員、副担当教員、合計２名

以上）により教育・研究指導を受ける。他に、教育・研究の充実を目的に、教授会で認定

された外部の先端的な研究組織との連携及び相互交流を実施する。連携している研究機

関は次のとおりであり、必要に応じて客員教員等を招聘する。 

独立行政法人 産業技術総合研究所 

独立行政法人 宇宙航空研究開発機構（JAXA） 

大学共同利用機関法人 自然科学研究機構 国立天文台 

国立研究開発法人 海上・港湾・航空技術研究所 

国立水俣病総合研究センター 

鹿児島県水産技術開発センター 

 

さらに、情報科学専攻においては、DX コネクトセンターを通じて県内外の連携企業や

団体、県内の自治体および高等教育機関とも連携した研究指導を行う。 

 

（４）修了要件 

博士前期課程の修了要件は、大学院学則の定めるところにより、当該課程に２年以上

在学し、30 単位以上を修得し、累積 GPA の数値が 2.00 以上、かつ、必要な研究指導を受

けたうえ、博士前期課程の目的に応じ、修士論文又は特定の課題についての研究の成果
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の審査及び最終試験に合格することとする。ただし、在学期間に関して、教授会が認め

た優れた研究業績を上げた者については、１年以上在学すれば足りるものとする。 

長期にわたる課程の履修が認められた者（長期履修学生）の博士前期課程の修了要件も

同様である。 

累積 GPA 2.00 以上の規定は次のことを想定している。本研究科の修了生が基礎学力と

応用力を身につけ、幅広い分野の履修により、将来のキャリアについて明確なビジョン

をもち、幅広い基礎的素養、高度な専門性、広い視野を併せもち、各研究領域・分野の

高度に実践的な活動経験を有するイノベーションマインドを身に付けることを前提に、

評価Ａ（秀 GP=４）、Ｂ（優 GP=３）、Ｃ（良 GP=２）、Ｄ（可 GP=１）、Ｆ（不可 GP=０）の

うち、個々の学生が評価ＡもしくはＢの修得を理想とする。したがって、GPA 2.00 未満

の場合、ＤもしくはＦが多く含まれることを意味することから、この数値を修了生の質

を保証するうえでの最低限の閾値とした。情報科学専攻情報科学プログラムの修了要件

を以下（表２）に示す。 

表２ 

 

 

（５）履修モデル（カリキュラムマップ） 

履修モデルとカリキュラムマップは、別添 資料２に掲載する。 

 

（６）学位論文審査 

ア 博士前期課程における学位論文の審査委員会 

①教授会は、学位論文審査のため、研究科の指導教員のうちから３名以上の学位

論文審査委員を選出し、うち１名を主査とする。 

②学位論文の審査に当たって必要と認められるときは、前項に規定する学位論文

審査委員以外の教員を学位論文審査委員に加えることができる。 

③前項の規定にかかわらず、学位論文の審査に当たって必要があるときは、教授

会の議を経て、他の研究科、他大学の大学院又は研究所等の教授等を学位論文

専攻名 情報科学専攻

プログラム名 情報科学プログラム

学位の名称 情報科学、理学、工学、学術

累積GPA 2.00以上

総単位 30単位以上

大学院横断科目群
研究科共通科目から1単位以上（「研究倫理」１
単位を含む）

語学関連科目群 研究科共通科目から２単位以上

実践力養成科目群
研究科共通科目又は専攻科目から５単位以上
（「先端科学特別講義」1単位、「情報科学特
論」２単位を含む）

知の探究科目群
「修士論文特別研究Ⅰ,Ⅱ」又は「修士設計特別
研究Ⅰ,Ⅱ」８単位

知の探索科目群
コースワーク科目「情報科学実践演習Ⅰ・Ⅱ」４
単位、情報科学関連科目から２単位以上、理工系
科目又は他分野科目８単位まで

情報科学専攻　情報科学プログラム　修了要件
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審査委員に加えることができる。 

④教授会は、審査委員会の報告に基づいて審議し、学位論文及び最終試験又は学

力の確認の合否を決定する。 

イ 学位論文の審査基準 

情報科学専攻を含め、博士前期課程における学位論文の審査基準は次のとおり

であり、研究科のホームページに掲載することによって学生にも公表している。 

修士論文の審査は、学位申請者が提出した論文の学術的意義、新規性、創造性、

応用的価値の有無、さらには、学位申請者の研究成果の論理的説明力、研究推進能

力、研究分野に関連する幅広い専門的知識、倫理性等を有しているかを、ディプロ

マポリシーを勘案して審査する。 

 

（７）研究倫理審査体制 

本理工学研究科では、「鹿児島大学大学院理工学研究科研究倫理規則」（別添 資料

４）及び「大学院理工学研究科研究倫理に関する申合せ」（別添 資料５）により、研

究倫理審査体制が規定されている。研究の実施責任者は、研究計画審査申請書を理工学

研究科長に提出し、鹿児島大学大学院理工学研究科研究倫理委員会において、研究実施

計画・研究の検証・研究上の倫理等について審議することとなっており、承認・条件付

き承認・変更勧告・不承認・非該当を判定する。情報科学専攻設置後も現行の体制を維

持する。 

 

６ 基礎となる学部との関係 

情報科学専攻の教育システムは、上述のように理工学研究科、理学部、工学部の連携

が重要であり、その教育内容を図示すると次のとおり(図２：再掲)である。 

 
図２（再掲） 情報科学専攻の教育研究領域における学部教育との関係性 

 

図２に示すように、情報科学プログラムには、理学部の数理情報科学プログラムを基

礎領域とする数理情報コース、工学部の情報・生体工学プログラムを基礎領域とする認

知生体情報コース、理学部および工学部における情報科学関連領域を基礎領域とする協

創情報コースの３つのコースを設ける。さらに、協創情報コースや認知生体情報コース
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には、理学系・工系以外の他分野からの学生を受け入れ、出身の専門領域に情報関連技

術を活用する研究を行うことが可能となる。情報科学に関連する理工系分野としては、

理学部では、物理・宇宙、化学、地球科学、工学部では、機械工学、電気電子工学、建

築学、海洋土木、化学工学、化学生命工学等の各プログラムにおける情報科学関連領域

がある。また、理工系以外の他分野においては、文理融合や医工連携等既に異分野融合

を進めている特定の研究分野に限らず、法文学部、農学部、水産学部、医学部、歯学部、

教育学部等のあらゆる分野において情報関連技術の活用可能性とその必要性が高まっ

ている。これら他分野からの学生に対しては、出身の専門領域に応じて協創情報コース

あるいは認知生体情報コースの学生として受け入れ、情報科学分野における異分野融合

を積極的に推進する。なお、これらの他分野を専門領域とする学生に対しては、出身の

専門領域の教員や実務家を指導教員グループや学位論文審査委員会に加え、異分野融合

の特長を活かした複合的視点から指導に当たる。 

情報科学専攻を修了した学生の多くは高度情報専門人材として社会で活躍すること

になるが、さらに高度な知識と技術を学ぶ意欲を持つ学生は、課題発見や対策の立案と

実行、解決・発展の一連の研究開発プロセスをカバーできる情報科学分野のエキスパー

トとなるべく、博士後期課程総合理工学専攻の情報科学コースに進学することになる。 

 

７ 博士後期課程との連接 

本研究科の博士後期課程では、今回の情報科学専攻の設置に先立つ平成 28 年の改組に

おいて理工一体の「総合理工学専攻」を設置しており、既に学位論文のテーマに応じた理

工および異分野を含む指導体制を構築する仕組みが整えられている。これまでシステム情

報科学分野をはじめとする複数の分野で、毎年 2 名程度の情報系の学位論文申請とそれに

対する学位授与実績を有しているが、情報科学を専門とする博士の学位取得者に対する地

域ニーズは、地域の専門人材不足とリカレントの要請等の面から近年さらに高まっている

ことから、コースの見直しを含む以下の対策を講じることで、連接体制の強化を図る。 

コースの見直しについては、博士後期課程総合理工学専攻に設けていた基盤研究コース

と先端科学情報コースの構成を見直し、新たに理工学コースと情報科学コースの 2 コース

を設置する。前者は理学および工学の幅広い分野で、後者は情報科学と異分野の複合領域

で、それぞれ活躍する研究者・技術者を養成するコースである。情報科学コースは、情報

科学分野における基礎知識とその応用技術をさらに発展・深化させることで柔軟な発想と

広い視野を兼ね備えた当該分野のエキスパートを養成し、新たなイノベーションの創出に

貢献できる人材として輩出することを目的としており、情報科学専攻を修了した学生の進

学も見据え、学部を含めたスムーズかつ発展的な連接体制を構築する（図-５）。 

また、教員体制については、情報科学専攻の主担当および兼務担当教員を博士後期課程

の総合理工学専攻情報科学コースで学生の研究指導を担当する教員に充て、情報科学専攻

で取り組んだ研究テーマを更に深化・発展させることができる仕組みとする。 

教育体制においては、情報科学に関する多様な専門科目に加え、DX コネクトセンターを

通じた産学連携によって実践的教育効果を高めた「特別演習（Ⅰ）、（Ⅱ）」や「特別実習学」、

技術経営者（ＭＯＴ:Management of Technology）としてのスキルやノウハウの修得とアン

トレプレナーシップ涵養のための「ＭＯＴ関連科目」、国内の企業や研究機関で 3か月程度

の実地体験を課す「国内長期インターンシップ」などの実践的科目により、情報科学分野

で即戦力となるエキスパート養成のための教育カリキュラムを整える。 

さらに、優れた研究業績を上げたと認められる者で博士前期課程と併せて 3 年以上在籍
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した者に早期修了の資格を与える早期修了制度を設ける等、上記も含めた多様な観点から

連接した体制を整備する。 

 

 

図５ 学士課程、博士前期課程、博士後期課程の繋がり 

 

８ 「大学院設置基準」第 14 条による教育方法の実施 

大学院設置基準第14 条に定める教育方法の特例を活用することで大学院での履修を

希望する社会人学生の就学の便宜を図るために、本研究科の他専攻と同様、情報科学専

攻においても以下のような措置を実施する。 

① 修業年限 

博士前期課程の標準修業年限は２年とするが、社会人学生の負担等に配慮し、長期

にわたり計画的な履修を可能とする長期履修制度を導入している。長期履修期間は、

標準修業年限に１年又は２年を加算した期間とする。 

② 履修指導及び研究指導の方法 

社会人学生への履修指導及び研究指導については、研究指導教員が社会人学生と研

究計画の打合せを行い、1年間の授業及び研究指導の計画を立案し、それを明示すると

ともに、計画に沿った履修及び研究ができるよう個別に指導する。社会人学生の研究

指導については、土日等の研究指導の実施も可能とする等の適当な方法により行う。 

➂ 授業の実施方法 

教育上必要と認められる場合は、授業科目を夜間開講（6時限目）、土曜開講（隔

週または月１回等）、春季・夏季・冬季休業日等特定の期間や休日の集中講義での開
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講を実施し、主体的な履修を可能としている。 

④ 教員の負担程度 

講義形式の授業科目等は、あらかじめ、開講予定時間が学生に提示され、計画的な

受講を可能とする。修士論文特別研究等のゼミナール形式の授業科目等、開講予定時

間が設定されていない科目は、あらかじめ、学生と相談の上で作成する年間の研究指

導計画書に沿って実施される。学生および教員の負担と受講効果の両立を図る柔軟な

運用が可能であり、教員負担は大きくはない。 

⑤ 図書館・情報処理施設等の利用方法等 

理工学研究科と同じ郡元キャンパスに置かれている中央図書館は、平日は21 時30分

まで、土日は10 時から18 時まで開館しており、社会人学生も十分利用可能な体制を

整えている。また、図書館内に情報基盤統括センターのパソコン端末を備えており、

社会人学生の利用が可能となっている。情報基盤統括センターでは、平日は22 時ま

で、土日は13 時から18 時まで開館しており、図書館同様に十分利用可能な体制を取

っている。さらに、指導教員との協議の上、指導教員が管理する学生研究室・実験室

を設定された時間内で利用することができる。 

⑥ 入学者選抜の概要 

社会人特別選抜を実施する。実施内容は口頭試問による。 

⑦ 受入分野（プログラム） 

理工学研究科では、全ての分野（プログラム）で社会人学生を受入れ、多くの潜在 

需要に対応できるようにしている。 

⑧ 教員組織の整備状況 

理工学研究科では、一般学生のプログラムに対応させて、全ての分野（プログラ

ム）で社会人学生を受入れる準備が整っている。 

 

９ 取得可能な資格等 

情報科学専攻では、中学校教諭専修免許状あるいは高等学校教諭専修免許状の課程認

定を受け、別に定める要件を満たすことにより、以下（表３）に示す専修免許状の取得

を可能とする。 

          表３  

 

 

10 入学者選抜の概要 

 

認定を受ける免許状の種類

数理情報コース
中学校教諭専修免許状（数学）
高等学校教諭専修免許状（数学）

認知生体情報コース 高等学校教諭専修免許状（工業）

協創情報コース 高等学校教諭専修免許状（工業）

情報科学専攻

情報科学
プログラム

取得できる免許状
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（１）概要 

情報科学専攻情報科学プログラムは、情報科学分野の諸課題に強い関心を持ち、強い

探求心を持つ学生を受け入れる。多様な入試方式を実施し、基礎領域となる理学部数理

情報科学プログラム、工学部情報・生体工学プログラムはもちろんのこと、理工系の他

の領域や理工系以外の他分野、他大学の卒業生、社会人、外国人留学生等を含め、多彩

なバックグラウンドを有した人材を受入れることのできる体制とする。 

入学者選抜方式は、養成する人材像及び教育課程に基づいて、「一般選抜」、学士・修

士一貫教育学生を含む成績優秀学生を対象とした「推薦特別選抜」、他分野・他プログ

ラムからの学生の受入れを対象とした「他分野入学志願者特別選抜」、「社会人特別選

抜」、「外国人留学生特別選抜」の 5 つの方式とする。各選抜方式の基本方針は後述のと

おり。 

なお、学士・修士一貫教育の希望者に対する審査は学部段階で実施し、学業成績を基

に学部３年進級前に事前判定を、４年進級時に継続審査を行う。一貫教育の学生は、学

部４年時に大学院の授業科目を受講可能であり、本研究科進学後に単位認定されること

から、大学院での計画的な研究計画立案が可能となる。 

 

（２）入学者受入の方針（アドミッションポリシー：ＡＰ） 

入学者受入の方針（アドミッションポリシー：ＡＰ）は以下のとおりとする。 

ア  求める人材像 

理工学研究科のＡＰ 

・理工学研究科の教育目標に共感し、それを実現できる基礎学力と意欲を持ち、科学

的で合理的な思考ができ、コミュニケーション能力のある人 

・理工学分野の諸課題に強い関心を持ち、強い探求心を持って諸課題にチャレンジす

る努力を惜しまない人 

・理工学分野のさまざまな現象を解析するため、科学的かつ多面的な観察計画を立案 

し、それを論理的に解析する能力の研鑽を目指す人 

・専門知識を基礎に、多様な価値観や文化を大切にし、高い倫理観を持って地域並び

に国際社会に貢献することを志す人 

 

情報科学専攻のＡＰ 

・情報科学専攻の教育目標に共感し、それを実現できる基礎学力と意欲を持ち、科学

的で合理的な思考ができ、コミュニケーション能力のある人 

・情報科学分野の諸課題に強い関心を持ち、強い探求心を持って諸課題にチャレンジ

する努力を惜しまない人 

・さまざまな現象を解析するため、科学的かつ多面的な観察計画を立案し、情報科学

分野の知識と技術を用いた論理的に解析する能力の研鑽を目指す人 

・専門知識を基礎に、多様な価値観や文化を尊重し、高い倫理観を持って地域並びに

国際社会に貢献することを志す人 

イ  入学前に身につけておいて欲しいこと 

学士としての知識・能力、情報科学専攻の専門的分野の知識・技術、及び外国語

（英語）の能力が必要となる。ただし、他分野入学志願者特別選抜を志願する場合

は、学士としての知識・能力、当該志願者の専門分野の知識・技術、及び外国語
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（英語）の能力が必要となる。 

ウ  入学者選抜の基本方針 

一般選抜 

口頭試問を含む面接を課すとともに、出身学校の成績及び志望理由書等も踏ま

え、教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる、情報科学プログラムの専門

分野に関する知識・能力、適性・意欲等を評価する。 

推薦特別選抜 

口頭試問を含む面接を課すとともに、出身学校の成績及び志望理由書等も踏ま

え、教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる、情報科学プログラムの専門

分野に関する知識・能力、適性・意欲等を評価する。学士・修士一貫教育と理学部

工学部卒業予定者、及び他大学理学部・工学部系からの卒業者が対象となる。 

他分野入学志願者特別選抜 

異分野融合の推進と情報科学プログラムの学生への刺激喚起を図る目的で、学内

外を問わず、情報科学分野以外の他分野からの志願者を対象として実施する。口頭

試問を含む面接を課すとともに、出身学校の成績及びその他の出願書類等も踏ま

え、教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる知識・能力、適性・意欲等を

評価する。 

社会人特別選抜 

口述試験を課すとともに、出身学校の成績及び業績（業務）報告書等も踏まえ、

教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる、情報科学プログラムの専門分野

に関する知識・能力、適性・意欲等を評価する。 

外国人留学生特別選抜 

口頭試問を含む面接を課すとともに、出身学校の成績及びその他の出願書類等も

踏まえ、教育目標に掲げる人材を育成する上で必要となる、情報科学プログラムの

専門分野に関する知識・能力、外国語（英語及び日本語）の能力、適性・意欲等を

評価する。 

    

選抜区分毎の募集人員を以下（表４）のとおりとする。入学者受入れ方針（アドミッ

ションポリシー）に基づき、各選抜区分の出願書類、試験科目、配点、合否判定基準等

を適切に設定し、入学者選抜を実施する。｢一般選抜｣、及び「推薦特別選抜」における

合格者は、情報科学専攻の定員に基づいた受入れ上限の目安を設定して決定する。受入

れ上限の目安は情報科学専攻において学修の質が保証できる人数とする。なお、｢推薦

特別選抜｣、｢他分野入学志願者特別選抜｣、｢社会人特別選抜｣及び｢外国人留学生特別選

抜｣の合格者数が募集人員に満たない場合、その欠員は「一般選抜」の募集人員に含め

ることとする。 

表４ 
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11 教育研究組織の編制の考え方及び特色 

 

（１）教員組織の編成の考え方 

理学部・工学部・理工学研究科の全教員は、学術研究院理工学域に所属する。理工学

域の理学系の教員が理学部と理工学研究科の教育及び共通教育等を担う。理工学域の工

学系の教員が工学部と理工学研究科の教育及び共通教育等を担う。 

理工学研究科の教育・研究及び大学運営に関連する事項を取り扱うための組織として

は、専任教授（研究科長、副研究科長(理･工学部長含)、前期専攻の正・副専攻長、

理・工副学部長、正・副プログラム長等約 35 名）で構成する「研究科運営委員会」、

「研究科代議員会」と、専任の教授、准教授、講師及び博士前期課程指導教員資格を有

する助教並びに研究科を担当する学内共同教育研究施設等の教授で構成する「研究科教

授会」が設置されている。 

研究科運営委員会の審議事項は、研究科代議員会と研究科教授会に上程する内容であ

る。研究科代議員会と研究科教授会の審議事項は、将来構想、中期計画、年次計画、予

算、評価等、研究科全体の教育・研究に関連する重要な内容である。大学院主体の体制

であるため、研究科長を責任者として理工学研究科教授会が博士後期課程を含む全組織

を掌握する。研究科長の指示の下で研究科教授会の付託を受けて、博士前期課程の各専

攻の各プログラムを担当する教員グループが、教育研究の責任者として正・副プログラ

ム長を選出する。選ばれた正・副プログラム長は研究科代議員会の構成員となる。な

お、人事に関しては、学術研究院理工学域に所属する教授で構成される理工学域会議で

審議される。 

大学院では入試制度やカリキュラム等が多様であり、教育に関する適切な管理運営が

極めて重要である。また、理工学研究科は、理学部・工学部と密に連携するために、博

士後期課程、博士前期課程、理学部並びに工学部のそれぞれの教育に係わる重要事項を

審議する会議とその付託を受けた事項を分担する各種委員会等を効果的に整備してい

る。 

 

（２）教員配置とその特色 

理工学研究科の教員は本学学術研究院理工学域に所属しており、理学部と工学部及び

理工学研究科の博士前期課程と博士後期課程の教育・研究を担っており、各学科（プロ

グラム）および各専攻（プログラム）の教育を主に担当する教員を配置している。 

情報科学専攻情報科学プログラムにおいて、数理情報コース、認知生体情報コース、

協創情報コースの３コースの教育研究を担う担当教員には、全て情報科学を教授するに

一般選抜
推薦

特別選抜

他分野
入学志願者
特別選抜

社会人
特別選抜

外国人
留学生

特別選抜

数 理 情 報 コ ー ス

認知生体情報コース

協 創 情 報 コ ー ス

若干名

選抜区分ごとの募集人数

情
報
科
学
専
攻

情

報

科

学

プ

ロ

グ

ラ

ム

入学定員

募集人員

専攻名等

74人 35人 35人 4人 若干名
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必要な研究業績および指導能力を有すると資格審査で認められた者で、学内共同教育研

究施設教員２名を含む 30 名（うち、実務経験者 5 名）を配置する。さらに、協創情報

コースには、理学専攻あるいは工学専攻を主担当とする教員のうち情報科学に関連した

領域を取り扱っており、博士前期課程の指導資格を有している教員を兼務教員として

20 名（うち、実務経験者 6 名）配置し、情報科学専攻の教育・研究に加える。 

事前に実施した企業や学生に対するヒアリングおよびアンケート結果から、博士前期

課程における高度情報専門人材養成に対する入口と出口のニーズはいずれも極めて高い

ことが確認されている。情報科学専攻の学生定員は、これらの学生および社会のニーズ

と教員配置のバランスを踏まえて 74 名に設定しており、十分な指導体制が確保され

る。なお、情報科学分野における技術の進展とそれに応じた入口・出口のニーズの変化

に柔軟に対応することができるよう、情報科学プログラムの３コースには標準学生定員

を設定していない。 

また、上記の学内教員以外にも、DX コネクトセンターを通じて、国内および海外の

情報関連企業の実務者、あるいは情報科学を活用する他の学問分野の専門家等を授業や

指導教員グループ、学位論文審査委員会に適宜加えることにより、異分野連携や実践教

育を強化する体制を整える。その他、英語教育に重要なネイティブスピーカーで教育実

績のある助教１名が語学関連科目を担当することで、グローバル化とコミュニケーショ

ンスキルの強化も図る。 

 

12 研究の実施についての考え方、体制、取り組み 

理工学研究科では、広範な自然科学を支える新技術を創成でき、国際的視野を持った

技術者の養成機関として、広い視野と問題解決能力を培う教育研究を推進し、科学技術

の発展に寄与する研究活動に取り組むという研究科の方向性に基づき、次のような観点

に立脚した研究活動の実践を目標としている。 

・科学と科学技術に係わる成果が人類の幸福と福祉に貢献する研究活動の実践 

・知識基盤社会を自然科学技術の立場から多様に支える高度な研究活動の実践 

・自然科学創成の必然性を理解し、社会の急速な変貌に伴って起こる様々な問題克服に

寄与できる研究活動の実践 

・地域ならびに国際社会、さらには自然との調和・共生を図るために、高い倫理観を持

って取り組む研究活動の実践 

    この目標を実践するために、研究科附属施設や学内の他学部や他研究科、産業界や

自治体等の幅広い業界団体と連携を取りながら研究を実施する体制を以下（図６）の

ように構築している。 

研究科附属施設には、情報科学分野の地域拠点となる DX コネクトセンターをはじ

め、地域コトづくりセンター、天の川銀河研究センター、南西島弧地震火山観測所等

の特色ある施設があり、各専攻でこれらを活用した先端的研究に取り組んでいる。 
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図６ 理工学研究科における研究支援体制 

 

本学および研究科の主な支援組織の概要を以下に示す。 

 

理工学研究科附属 地域コトづくりセンター 

 企業や団体が地域に還元可能な新たな価値の創造や事業等の行動（コト）を起こそ

うとする取り組みを積極的に支援するとともに、地域活性化と地域発イノベーション

創出、さらにそれらに貢献可能な人材育成に寄与することを目指し、以下に示す理念

の下、平成 26 年に理工学研究科の中に創設された。 

センター内に「教育部門」「開発部門」「研究部門」の３つの部門があり、それぞれ

が連携した活動を進めている。「教育部門」と「開発部門」は、中央実験工場を基盤と

した活動を行っており、前者では実験科目の支援や、実験装置や実験試料の製作等の

技術指導を、後者においては、試験体や器具の製作、実験装置等の修理や改良、新技

術の開発研究等の支援を行っている。研究部門の中には、「地域創生・安全工学分野」

「環境・エネルギー分野」「医療・福祉工学分野」「先進物質材料開発分野」「天文宇宙

分野」の５つの研究分野と「共同研究講座」「SDGs 推進事業」が設けられており、理工

学研究科の強みと特徴を活かした支援を可能とする体制を整えている。 

 

理工学研究科附属 天の川銀河研究センター 

    天の川銀河研究センターは鹿児島大学における天文学研究を推進するための組織で、

薩摩川内市入来に設置された 1m 光赤外線望遠鏡の運用を行い、国立天文台に協力する

形で薩摩川内市入来に設置されている国立天文台広域精測望遠鏡 VERA の 1 局である

入来局 20m アンテナの運用を担当している。これに加えて、独自の天体観測装置およ

び国内外にある様々な天体観測施設やスーパーコンピュータを用いた天の川銀河に関

する様々な天文学研究を行っている。理工学域に所属する天文学を専門とする教員の

ほか、工学系や医歯学域、総合科学域等の教員も加え、研究上の必要性に応じて大学
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組織の所属に捕らわれないメンバーによって構成されており、天の川銀河研究の上で

特に重要となる電波観測や赤外線観測と計算機シミュレーションを中心とした理論研

究に加え、これらの研究の基盤となる観測装置やその基礎となる技術開発を行ってい

る。 

 

理工学研究科附属 南西島弧地震火山観測所 

本観測所は、九州南部から南西諸島北部域にかける地震火山観測研究の中心的な役

割を果たしており、文部科学省等のプロジェクトを推進している。本観測所における

観測データは、気象庁等の関係機関に送信され、日本の地震火山活動状況の評価に役

立てられており、九州南部～南西諸島北部域（徳之島付近以北）の離島を含む陸域に

ある地震観測点 100 点以上のデータおよび海域で随時実施している海底地震計のデー

タを用いて地震活動の詳細を把握するとともに、GPS を用いた地殻変動の観測研究等

を行うことにより、当該領域の起震応力場・地震発生機構の解明を目指した研究を進

めている。 

 

理工学研究科附属 DX コネクトセンター 

地域の情報教育と人材育成のプラットフォームとなるべく今回の組織改編に合わせ

て新たに設置される研究科附属施設である。本センターを活用した産官学連携による

実践的な教育、研究の展開は、情報科学プログラムの教育課程の重要な特徴の一つと

なっている。同センターは、本研究科を含む本学教職員をはじめ、県内外の連携企業

や団体、県内自治体、県内の高等教育機関からの学外委員が参画する３つの部門（教

育システム部門、社会実装部門、人材育成部門）から構成されており、それらの活動

を通じて、高度情報専門人材の育成を教育研究の両面から支援する。 

 

理工学研究科技術部 

理工学研究科における教育研究活動の技術的支援を行う組織であり、６つの技術グ

ループ（先端加工、計測、構造･解析、分析･機器、情報システム、装置開発）が相互に

連携を取りつつ、実験補助、実験データの処理、実験装置の設計製作、実験装置・計

測機器の維持管理・操作、等の支援業務に当たっている。 

 

鹿児島大学 南九州・南西諸島域イノベーションセンター 

地域課題の高度化･複雑化に対応し、医療領域におけるグローバルな卓越研究に対す

る社会導出への専門的な支援体制の整備、組織対組織の連携、大型研究創出等による

外部資金獲得支援基盤を確立するため、さらには国立総合大学として地球規模課題

（SDGs、Society5.0、ポストコロナ）に対応するため、2022 年 4 月、研究者支援を担

当する「URA センター」と産学・地域連携を担当する「産学・地域共創センター」の統

合再編により設置された。 

本学における研究支援・産学連携の中核的組織としてリサーチアドミニストレータ、

産学連携コーディネータ、地域連携コーディネータ、事業化支援コーディネータおよ

び知的財産専門家（弁理士）等を配置し、学内研究者への外部資金獲得等の研究支援

から、南九州・南西諸島域（鹿児島県、宮崎県、沖縄県）におけるマイクロニーズの発

掘・収集研究、シーズと企業ニーズとのマッチングによる共同研究の推進、研究成果

としての知的財産の保護・管理およびそのライセンスの推進、大学発ベンチャーによ
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るイノベーションの創出まで、一体的で切れ目ない支援を行う。 

 

鹿児島大学 地域防災教育研究センター 

調査研究部門、防災教育部門、地域連携部門の３つの部門を設置し、本研究科とも

連携を取りつつ、南九州から南西諸島における災害の防止と軽減を図るための災害の

実態解明、予測、防災教育、災害応急対応、災害復旧復興等の課題に取り組んでいる。 

 

理工学研究科グローバル人材育成支援室 

  海外研修の参加に強い意欲がある本研究科学生を対象に、外国語や海外研修のサポ

ートを行っている。学生の短期留学（語学研修、インターンシップ等）、英語圏から

の短期留学生の受け入れ支援を行っている。大学院理工系イノベーション海外研修

「GOES プログラム」を展開するほか、グローバル人材について理解を深めるイベン

トを開催している。 

 

13 施設、設備等の整備計画 

 

（１）校地及び校舎の整備計画 

   鹿児島大学郡元キャンパスの南西に位置する理学部・工学部地区の理学部２号館、共

通教育棟４号館、工学部情報・生体工学棟、工学部電気電子工学棟、工学部共通棟、地

域コトづくりセンター棟等を本研究科情報科学専攻の主要活動施設とするほか、全学施

設の情報基盤統括センターの協力の下、関連施設を使用する。 

 

ア 情報基盤統括センター 

PC 教室（センター内の 4 つの端末室の他、学内他部局にも多数配備）、キャンパス情報

ネットワーク（KNIT：eduroam、1X 認証ネット等 VPN 接続を含む本学ネットワークサービ

ス）、電気計算機システム（サーバーシステム：4 台のサーバー用計算機による仮想マシ

ン環境整備、パーソナルコンピューターシステム：デスクトップ型とノート型の合計1000

台以上を端末室に配備、印刷システム：学内ネットワークによるオンデマンドプリンタ

システム整備）、ソフトウェア（office365 やウイルス対策ソフトの他、Mathematica や

MATLAB、ChemDraw、Gaussian、GENETYX 等の理数系分野で活用される科学技術計算ソフト

ウェア）等を提供している。 

 

イ 先端科学研究推進センター（機器分析部門） 

学内のニーズに基づいて導入した高度先端研究機器・設備はセンターの機器分析部門

によって一元的に管理されており、学内の教員・学生が円滑に共同利用できる環境を整

えている。技術的サポートや初心者のための講習会等も定期的に実施し、高度な研究・

教育活動等の推進を支援している。 

 

ウ 高等教育研究開発センター 

本研究科でも活用する学習管理システム manaba の運用管理の他、学部横断型の地域

人材を育成する枠組みである「地域人材育成プラットフォーム」の運営や、教育改革及

び FD、教学 IR の推進等を担っている。 
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（２）大学院学生の研究室の考え方、整備計画 

   大学院学生用の研究室は、以下（表５）のとおり確保しており、研究分野やテーマ別

に、種々の実験装置及び計測装置等を導入している。 

   なお、大学院学生が使用する研究室等の見取図は別添 資料６のとおり。 

表５ 

 

 

（３）図書等の資料及び図書館の整備計画 

本学は、理工学研究科が配置されている郡元キャンパスを含めて各キャンパス（郡元、

桜ヶ丘、下荒田）に図書館を有している。中でも郡元キャンパスにある中央図書館を中

心に教育・研究に必要な学術資料を鹿児島大学附属図書館資料収集方針に基づき収集し、

利用に供している。ScienceDirect (電子ジャーナル・電子ブック）、Scopus (引用文献

データベース)、Mendeley (文献管理ツール）、CiNii Research、医中誌 Web 等が利用可

能で、その他、検索ツールとしてディスカバリーサービス（まなぶた Search）を導入し

あらゆる種類の文献を漏らさず探索可能とする環境を整備している。蔵書数は、約 123 

万冊（うち、外国図書約 33 万冊）、冊子体の学術雑誌約 41,000 種類、電子ジャーナル

約 5,900 タイトル、電子ブック約 11,000 タイトルを有している。 

また、規模は、中央図書館が 915 席（床面積 12,697 ㎡）、桜ヶ丘分館 202 席（床面  

積 2,007 ㎡）、水産学部分館（下荒田キャンパス）130 席（床面積 795 ㎡）である。グ

ループ学習室、研究個室、ラーニングコモンズを設置し教育研究を推進するための場所

を提供している。情報リテラシー支援室を設置し、教員や学活からの要望に応じて文献

検索利用ガイダンスを実施している外、中央図書館ではレファレンス専用のカウンター

を設けて日常的に学術情報収集の相談に応じる体制を整えている。開館時間は、平日８

時 30 分から 21 時 30 分まで、土・日曜日 10 時から 18 時までである。 

 

14 管理運営 

 

理工学研究科に運営を掌理するため研究科長を置き、運営及び教育研究等に関する重要

事項を審議するために以下（別添 資料７）の組織を設置している。 

①研究科運営会議 

研究科の運営に関する重要事項を審議するため、研究科長、副研究科長、事務部長、

博士前期課程専攻長、博士後期課程専攻主任、博士前期課程プログラム長等で構成す

る運営会議を置く。運営会議は原則として毎月１回開催する。 

 ②研究科教授会 

建物の名称 大学院生研究室数 大学院生研究室面積

理学部２号館 ７室 ４８０㎡

工学部情報・生体工学棟 １１室 １，０９３㎡

電気電子工学棟 １１室 ３４６㎡

工学部共通棟 １１室 ５７５㎡

地域コトづくりセンター棟 ４室 ２４７㎡
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研究科の教育研究に関する重要事項を審議するため、専任の教授、准教授、講師及

び博士前期課程指導教員資格を有する助教並びに研究科を担当する学内共同教育研究

施設等の教授で構成する教授会を置く。教授会は原則として毎月１回開催する。 

 ③研究科代議員会 

    研究科教授会から付託された事項を審議するため、研究科長、副研究科長、事務部

長、博士前期課程専攻長、博士後期課程専攻主任、博士前期課程プログラム長等で構

成する代議員会を置く。代議員会は原則として毎月１回開催する。 

 ④研究科教育委員会 

    研究科教育委員会は、必要に応じて開催して以下に掲げる事項を審議し、研究科教

授会に提案する原案を作成することを任務としている。委員は、研究科長、副研究科

長、博士前期課程専攻長、博士前期課程プログラム長、博士後期課程専任主任、工学

部副学部長又は学部長補佐、理学部副学部長、理工学研究科から選出された全学の教

務委員会委員、入試委員会委員等で構成している。 

   ・研究科の教育課程に関する事項 

   ・研究科の教育目標、学位授与の方針、教育課程編成・実施の方針及び入学者受入れ 

の方針に関する事項 

   ・研究科の入試方法に関する事項 

・研究科の学位に関する事項 

・研究科運営会議から付託された事項 

・研究科教授会から付託された事項 

・その他委員会が必要と認めた事項 

⑤研究科教務委員会 

    委員会は、以下に掲げる事項を審議し、各プログラム間の調整を行い、研究科教授

会に提案する原案を作成することを任務としている。委員は、理工学研究科から選出

された全学の教務委員会委員、工学部又は理学部の教務委員会から選出された者、博

士後期課程専攻主任、博士前期課程各プログラムから選出された者各１名、その他研

究科長が必要と認める者等で構成し、教務委員会は原則として毎月１回開催する。 

・学生の入学、退学、休学、修了及び進学その他身分に関する事項 

・研究生、国費外国人留学生等の受入れに関する事項 

・学生の試験に関する事項 

・履修要項、講義要目、教務関係行事予定表及び授業時間割表の作成及び改正に 

関する事項 

・研究科教授会等から審議を付託された事項 

・その他委員会が必要と認めた事項 

  ⑥その他委員会 

    研究科の業務を円滑に処理するため、学域会議、学域運営委員会、評価委員会、男

女共同参画推進委員会、広報委員会、国際交流委員会、ＦＤ委員会、入試委員会、学

生生活・就職委員会、博士前期課程・後期課程学資金返還免除候補者選考委員会、研

究倫理委員会等を置く。 

 

15 自己点検・評価 

 

自己点検・評価：大学は、その教育研究水準の向上に資するため、文部科学大臣の定
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めるところにより、当該大学の教育及び研究、組織及び運営並びに施設及び設備の状況

について、自ら点検及び評価を行い、その結果を公表するものとしている。本学では、

大学運営評価の効率化と実質化を図るため、令和４年度に自己評価制度の見直しを行っ

た。平成 28 年度から令和４年度までの自己点検及び評価の結果を、大学ホームページ

上に公表している。（https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/hyouka.html） 

国立大学法人評価：国立大学法人は、各法人の中期目標・中期計画を策定し、４年目

終了時及び中期目標期間終了後、実績についての報告書を作成し、文部科学省に置かれ

た国立大学法人評価委員会の評価を受審することになっている。第１期中期目標期間

（平成 16～21 年度）に係る業務の実績に関する全体評価では、すべての項目で中期目

標の達成状況が「良好」又は「おおむね良好」という評価を受け公表している。第２期

中期目標期間（平成 22～27 年度）に係る業務の実績に関する全体評価では、業務実績

の状況は、すべての項目で中期目標の達成状況が「良好」又は「おおむね良好」である

という評価を受け公表している。また第３期中期目標期間（平成 28～令和 3 年度）に

係る業務の実績に関する全体評価においても、業務実績の状況は、すべての項目で中期

目標の達成状況が「上回る成果」又は「達成」という評価を受け公表している。 

 

16 認証評価 

機関別認証評価：国公私全ての大学、短期大学、高等専門学校においては、７年以内

に一度、文部科学大臣の認証を受けた機関による第三者評価（認証評価）を受審するこ

とが義務付けられている。本学では、平成 19、26 年度に引き続き、令和３年度に独立

行政法人大学改革支援・学位授与機構の実施する大学機関別認証評価を受審し、「鹿児島

大学の教育研究等の総合的な状況は、大学改革支援・学位授与機構が定める大学評価基

準に適合している。」との評価を受け、結果を公表している。 

 

17 情報の公表 

インターネット上に大学のホームページを設けており、大学の理念と中期目標や計画

等の大学が目指している方向性を発信するとともに、カリキュラム、シラバス、学則等

の各種規程や定員、学生数、教員数等の大学の基本情報を公開している。 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/activity.html） 

  ア 大学の教育研究上の目的及び３つのポリシー（ディプロマポリシー、カリキュラ 

ムポリシー、アドミッションポリシー）に関すること 

     HP において、大学憲章、教育目標、教育研究上の目的を公表している他、本学の

入学者受入方針（アドミッションポリシー）、教育課程の編成・実施方針（カリキュ

ラムポリシー）、学位授与方針（ディプロマポリシー）について公表している。 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/education/eoplcmnm.html） 

 イ 教育研究上の基本組織に関すること 

     鹿児島大学の起源は、藩学造士館（1773 年）や医学院（1774 年）にさかのぼり、

以降、第七高等学校等の高等教育機関の伝統を受け継ぎ、1949 年に新生国立大学・

鹿児島大学が発足した。現在は、９学部と９大学院からなる総合大学である。HP に

おいて、沿革、組織図、各学部・研究科の概要について公表している。 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/faculty） 

  ウ 教育研究実施組織、教員の数並びに各教員が有する学位及び業績に関すること 

     鹿児島大学の教職員に関しては、HP において、教員組織、教職員数、教員年齢構
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成、研究者総覧、鹿児島大学リポジトリについて公表している。 

  （https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/#catlabel-56） 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/research） 

エ 入学者に関する受入れ方針及び入学者の数、収容定員及び在学する学生の数、卒 

業又は修了した者の数並びに進学者数及び就職者数その他進学及び就職等の状況に関

すること。 

本学（大学院）の入学者受入れ方針 

 ・学士としての確かな基礎学力と専門分野における知識・技能を有する人 

・主体的に学ぶ態度を身につけ、専門分野に関連する諸問題に関心を持つ人 

・自ら課題を発見・探求・解決しようとする意欲に満ちた人 

HP において、各学部・研究科のアドミッションポリシー、入学者数・収容定員・

在学者数、卒業・修了者数、卒業・修了者の進路状況について公表している。 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/education/eoplcmnm.html） 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/gaiyou.html） 

令和２年４月１日から就職支援センターをキャリア形成支援センターへ改組し、

入学時から卒業まで、さらに卒業後も含めた学生の多様なキャリア形成を、入学時

からのキャリア教育や課外のキャリア・就職支援、さらにインターンシップや個別

相談を通してサポートを行っている。（https://www.kagoshima-u.ac.jp/job） 

オ 授業科目、授業の方法及び内容並びに年間の授業の計画に関すること 

  HP において、鹿児島大学の各学部・研究科の授業目的、授業計画等について、シ

ラバスにて公表している。併せて、鹿児島大学の年間行事、教務日程について公表

している。（https://www.kagoshima-u.ac.jp/education） 

カ 学修の成果に係る評価及び卒業又は修了の認定に当たっての基準に関すること 

・成績評価に関するガイドライン：成績評価に関する全学ガイドライン及び各学部、 

研究科のガイドラインを公表している。 

・学修成果に係る評価基準：各学部・研究科の学修成果、成績評価基準について、

シラバスにて公表している。 

・卒業・修了認定基準：各学部・研究科を卒業・修了するにあたり必要となる単位

数等について公表している。 

・学位論文に係る評価基準：鹿児島大学における学位論文に係る評価基準について

公表している。 

・取得可能な学位：鹿児島大学において授与する学位について公表している。 

・取得可能な資格：鹿児島大学において取得可能な資格等について公表している。 

・社会人履修証明プログラム：鹿児島大学が実施する「履修証明制度」に基づく社

会人向け人材養成プログラムについて公表している。 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/education） 

 キ 校地・校舎等の施設及び設備その他の学生の教育研究環境に関すること 

・交通アクセス及びキャンパスマップ：鹿児島大学への交通アクセスや各キャンパ

スの情報について公表している。 

・学生の課外活動：鹿児島大学の公認団体の情報について公表している。 

・各施設等の紹介：鹿児島大学の各施設等（附属図書館、情報基盤統括センター、

生協、食堂・売店・ATM 等、学生寮）の情報について公表している。 

（https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/campusmap.html） 



設置の趣旨（本文） - 41 - 

 

  ク 授業料、入学料その他の大学が徴収する費用に関すること 

鹿児島大学の授業料、入学料等の費用（入学時必要経費、授業料、寄宿料、授業料免

除及び入学料免除・徴収猶予、奨学金、施設利用料）に関する情報について公表してい

る。（https://www.kagoshima-u.ac.jp/education） 

ケ 大学が行う学生の修学、進路選択及び心身の健康等に係る支援に関すること 

鹿児島大学が行う学生支援全般に関する情報（ピア・サポート、学生なんでも相談

室、障害学生支援センター（修学支援室）、保健管理センター、キャリア形成支援センタ

ー、ボランティア支援センター、グローバルセンター、問い合わせ先一覧、学生表彰制

度）を公表している。（https://www.kagoshima-u.ac.jp/education） 

コ その他（教育上の目的に応じ学生が修得すべき知識及び能力に関する情報、学則等各種

規程、設置認可申請書、設置届出書、設置計画履行状況等報告書、自己点検・評価報告

書、認証評価の結果 等） 

・鹿児島大学規則等（https://www.kagoshima-u.ac.jp/about） 

・目標、計画、評価、設置に関する情報等（https://www.kagoshima-u.ac.jp/about/#catlabel-

55） 

サ 大学院の学位論文に係る評価に当たっての基準 

     鹿児島大学各研究科の大学院学位論文審査基準について公表している。 

    （https://www.kagoshima-u.ac.jp/education/post-35.html） 

 

18 教育内容等の改善を図るための組織的な研修等 

 

   本学では、教育研究活動等の適切かつ効果的な運営を図るため、教員及び職員を対象

として必要な知識及び技能を修得させ、並びにその能力及び資質を向上させるための研

修を計画的に実施する。具体的には各プログラムから代表者を委員とする理工学研究科

ファカルティ・ディベッロップメント委員会（FD委員会）を構成し、以下の内容を実施

する。 

① 理工学研究科の活動報告作成と年度活動計画作成及び公開 

② 科目毎の授業アンケートの実施と科目毎の授業改善書の作成 

③ FD 講演会の実施（年１回以上外部講師を招いて実施） 
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